
県庁舎耐震化等整備基本計画の概要

耐震化等整備の必要性耐震化等整備の必要性

本県庁舎は地震防災対策
強化地域内にありながら全国で唯一

耐震化がなされていない

３０年以内の震度６弱
以上の地震発生確率は
８１．８％と極めて高い

防災拠点となる庁舎の
多くが耐震基準（Ｉｓ値０．６）を

満たしていない

耐震改修促進法の改正
・Ｈ２７年度までに特定建築物
の少なくとも９割を耐震化

■県庁舎の耐震性能（Is値）の現状
別館０．３０ 県民会館０．１９
県民情報プラザ０．４４ 第二南別館０．３５
東別館０．２５ 委員会室棟０．５４

県庁舎耐震化等整備方針の決定（Ｈ２０）
・県民会館など４施設を集約建替して
防災拠点を整備
・別館、議事堂の耐震改修等
・県庁舎敷地のオープン化等

県庁舎耐震化等整備方針の決定（Ｈ２０）
・県民会館など４施設を集約建替して
防災拠点を整備
・別館、議事堂の耐震改修等
・県庁舎敷地のオープン化等

主な耐震化等整備の内容主な耐震化等整備の内容
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１整備の基本方針・・・５Ｐ
○防災拠点としての高度な機能を備えた庁舎
○中心市街地のにぎわい創出に配慮した庁舎
○コンパクトで環境や人にやさしい庁舎

山梨県耐震改修促進計画（Ｈ１９）
・Ｈ２７年度までに全ての県有
施設（特定建築物）を耐震化

背景

現状

２建設位置、規模、諸室の配置計画等・・・５Ｐ～
○県民情報プラザ等の跡地
○地上１１階、地下２階、延床面積約２８，５００㎡
○教委（低層階）、災対本部（中層階）、県警（高層階）

３防災拠点機能の確保・・・１１Ｐ～
○十分な耐震性能の確保（通常の１．５倍程度、免震工法）
○災害対策本部機能の強化（必要諸室の一体的整備、
防災情報システムの整備等）
○県警本部機能の集約、強化

４やまなし情報広場（仮称）の整備・・・１６Ｐ～
○１階部分を本県が世界に誇る地場産品や観光資源等の
やまなしブランドを広く情報発信し、活気やにぎわいを
創出する場として整備
○ｼﾞｭｴﾘｰﾐｭｰｼﾞｱﾑ、総合観光物産案内ｾﾝﾀｰ等を検討

１委員会室棟の改修等・・・２２Ｐ～
○現在地に増床して改築（２階建）
○委員会室等の拡充

２バリアフリー化等の改修・・・２３Ｐ～
○玄関付近にスロープ、エレベーターを設置
○傍聴席の増設、勾配緩和、傍聴席への通路のフラット化
○議場の改修
○創建時の意匠の保存に配慮した補修・修復

１改修等の内容・・・２５Ｐ～
○耐震性能の確保（耐震壁の増設）
○バリアフリー化（スロープ、エレベーターの設置）
○創建時の意匠の保存に配慮した補修・修復（旧知事室等）

２歴史的建造物としての活用・・・２６Ｐ～
○旧知事室等を県政歴史展示室として公開
○文化財的価値を有する諸室の活用
（旧正庁→特別会議室、旧内務部長室→観光部）

１駐車場の拡充・・・３１Ｐ～
○来庁者用 １８９台→２２５台（約２割増）

２歩車分離・・・３３Ｐ～
○歩行者（敷地西側）、自動車（敷地東側）

３敷地のオープン化・・・３５Ｐ～
○門扉等を極力取り除き年間を通して一般開放
○緑地帯の活用（ベンチ、足湯施設等の検討）

１事業手法・日程

○ＰＦＩ方式で整備
○事業日程
・Ｈ２１年度上期 実施方針の策定等
・Ｈ２１年度下期 入札公告
・Ｈ２２年度上期 入札実施、事業者選定
・Ｈ２２年度下期 契約議案提案
・Ｈ２３年度上期
～Ｈ２５年度上期 建設
・Ｈ２５年度 引き渡し、移転完了

２建設事業費

○実質的な県負担額は９５億円程度

・ PFI事業経験企業の参考見積もりを基に
PFI方式による経費縮減効果を加味した
建設費を１１５億円程度と想定
・想定額から試算して、活用可能な国庫
補助金を約２０億円と見込む

事業手法、日程等事業手法、日程等

１事業手法・日程

○直営方式で整備
○事業日程
・議事堂の改修
Ｈ２１年度設計、Ｈ２２年度～改修
・委員会室棟の改築
Ｈ２４年度設計、Ｈ２５年度～改築

１事業手法・日程

○直営方式で整備
○事業日程
・Ｈ２４年度設計、Ｈ２５年度～改修

１事業手法・日程

○直営方式（防災新館以外）で整備
○事業日程
・Ｈ２６年度～整備

県財政への影響・整備後の姿県財政への影響・整備後の姿

■大規模災害時の防災拠点

■活気やにぎわいを創出する場

５地下駐車場の整備・・・１９Ｐ～
○地下１、２階に約２００台の駐車場を整備
○地下１階駐車場は、閉庁日も一般に開放

○ 大規模な災害発生時には、直ちに災害対策本部

を立ち上げ、市町村や関係機関等と密接に連携し、

県の総力を挙げて人命救助、災害復旧等に迅速か

つ的確に対応できる防災拠点とします。

○ 甲府駅と甲府市中心街との間に位置する防災新

館の１階部分にやまなし情報広場（仮称）を整備

し、県内外から多くの県民や観光客に訪れていた

だくことで、活気やにぎわいを創出します。

■県庁舎敷地のオープン化

○ 都市景観に配慮する中で、門扉・フェンス等を

極力取り除くとともに、歩行者と自動車の動線の

分離を図りながら緑化等に努め、年間を通じて一

般開放し、県内外からの来庁者が安心して憩える

ような敷地とします。

〈整備の基本的な考え方〉
厳しい財政事情への配慮
整備事業全体を通じて効率性、経済性の確保を徹底すると
ともに、執務室面積は現状を基本とするなど必要最低限の整備
とすることによって整備費用を極力抑制する。

１県財政への影響

防災新館の建設により県の財政運営に支障をきたすことはないもの
と考えられ、引き続き県債等残高（臨時財政対策債等を除く通常の県債等残
高）の削減等を進めていくことが可能です。

○防災新館の建設による県財政への影響
（建物引き渡し時に建設費の１／２を一括支払い、残額を１５年割賦払いの場合）

・Ｈ２１～２４ 約０．５億円（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ委託料等）
・Ｈ２５ 約６８億円（建設費の一括支払い分）
・Ｈ２６～４０ 毎年度約６億円（建設費の元利割賦・起債の元利償還分）

・通常の県債等残高を減少させていくために必要なﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ
は、将来にわたり確保される見込み。
・実質公債費比率（標準財政規模に対する公債費負担の割合）は、
償還のピークとなるＨ２８年度には１７％程度と見込まれているが、
防災新館の建設による上昇効果は０．３％程度の見込み。
・将来負担比率（標準財政規模に対する県の負債総額の割合）は、
Ｈ１９年度２４８．８％で早期健全化基準の４００％を大きく下回っ
ているが、防災新館の建設による上昇効果は５％程度の見込み。

２整備後の姿

※情報ｼｽﾃﾑ整備費・施設維持管理運営費は別途


